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【目的】 現在、日本の高齢化率が26.7% と本格的な高齢社会
となっている中、健康づくりの推進を図る目的として健康支
援や疾病予防、介護予防事業が各地域で実践され報告されて
いる。
　当市においても地域特性に応じた高齢者の健康づくり事業
として、痛みに着目したプログラムを取り入れ学習時間を重
視した健康づくり教室を立案し、平成27年度から2クール
を実施した。今回、我々は立案した教室の本格的な地域展開
に先立って、これまでの成果を検証し、今後の課題について
検討することを目的とした。

【方法】 対象は、平成27年度と28年度に実施した2クール
について、介護保険未申請で膝や腰に痛みのある地域在住の
高齢者とし、医師や地域包括支援センターから紹介された
19名とした。男性4名、女性15名、平均年齢は74.8±6.3歳、
BMI は平均24.8±2.6であった。痛みは、膝の痛みが16名、
腰の痛みが8名（うち、重複5名）であった。
　教室の1クールは3ヶ月、週1回90分、全12回で構成され
ている。内容は、前半の45分間は運動主体の時間とし、膝痛
予防体操、腰痛予防体操、筋力強化運動を中心に実施した。
　後半の45分間は、痛みの予防に関する学習時間とし、運
動の重要性や痛みの予防対策、自己管理に関して、各回に
30分程度の講義やグループワークを実施した。また運動記
録手帳を活用して、自宅での体操や日常の活動を記録して自
己評価するよう指導し、各回に記入内容を確認した。
　評価項目は、Visual Analog Scale（以下 VAS）、握力、開
眼片脚立位、5 m 歩行（最大）、Timed Up and Go Test（最
大、以下 TUG）、5回立ち座りテスト（最大）、転倒不安感尺
度、Life-Space Assessment（以下 LSA）、健康関連 QOL と
して SF-8身体的サマリースコア（以下 SF-8）、運動実施頻度、
アンケート調査とした。分析方法は、対応のある t 検定、
Wilcoxon 符号順位検定を用いた。有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者には研究の実施内容、プライバシーの
保護、自由意志による研究参加と同意の撤回の自由、結果の
公表について書面と口頭で説明し同意を得た。

【結果】 参加者19名中、中断者はなく、出席率は平均87% で
あった。教室実施前後において、膝の痛み（VAS）は、4.9±
2.3から2.1±1.8（p ＜0.01）、腰の痛み（VAS）は、7.2±1.9
から5.5±2.3へ有意に低下した（p ＜0.05）。5 m 歩行は3.8
±0.9秒から3.2±0.9秒（p ＜0.01）、TUG は8.3±2.4秒か
ら6.9±1.7秒（p ＜0.01）、5回立ち座りテストは9.0±2.7秒

から7.9±3.0秒へ有意に低値を示した（p ＜0.05）。SF-8は
40.4±6.1から44.8±7.4へ有意に高値を示した（p ＜0.01）。
　他の項目は、握力を除いて平均値では改善傾向にあったが、
統計学的には有意な差は認められなかった。
　体操の運動実施頻度は、週3回以上が84.2% であった。ア
ンケートでは、運動機会の増加が94.7%, 外出機会の増加が
52.6% であった。

【考察】 当教室のプログラムは、参加者が痛みへの知識を深
め、過度な安静や過度の負荷を避け、痛みを受容しながら痛
みの程度にあわせて活動できることで、身体活動や運動の習
慣化を維持できることを目的に学習時間を重視した。
　しかし、地域高齢者の運動介入について、稲葉ら（2013）
によると3ヶ月間の運動介入は、身体機能を有意に向上させ
る項目が多く、健康講話の教室では身体機能が有意に低下す
る項目もあったと報告しており、学習時間のみの教室では身
体機能面が低下し得ることが考えられた。
　また各地域で実践し報告されている介護予防事業の内容を
検討すると、その多くは運動介入を主体とした構成であり、
運動器の機能向上マニュアル（改訂版）による特定高齢者施
策の学習時間は20分の設定であった。そこで当教室では、1
回90分のうち、学習時間の比率を高め、学習時間を45分の
構成とした。
　3ヶ月間の実施の結果、膝痛や腰痛、身体機能、健康関連
QOL で有意な改善が認められ、今回のプログラムは運動器
の機能や健康関連 QOL を改善する可能性が示唆された。ま
た体操の運動実施頻度は、週3回以上が84.2%, アンケート
でも運動機会の増加が94.7% であり、教室参加をきっかけ
に自宅での運動を促すことができたと考えられる。
　しかし、それらの効果が運動介入によるものか、学習時間
によるものなのか、今後検証が必要である。
　外出については、アンケートや LSA で有意な改善は認め
られず、向上を図るための取り組みが課題である。
　本研究の制約は、介入前後の比較であり、今回の結果すべ
てが介入の影響に帰結させることはできない。しかし、有効
である可能性が示唆されたことから無作為化比較対照試験に
よる検討や、長期間の検討が必要と考えられる。

【理学療法研究としての意義】 当教室は、地域高齢者に対し
て、痛みの予防対策、身体機能の向上、健康関連 QOL を高
めることが可能であることが示唆された。
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